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授業研究会→研究報告書の作成・配布

人権教育総合推進会議
→小中９年間の体系的な教育について協議

人権教育総合推進会議→指導計画の整備

□□市・△△中学校区○○県

令和○年度 人権教育研究推進事業 ＜人権教育総合推進地域事業＞

地域名都道府県・
指定都市名

各組織の動き・役割等

校種間連携の
概要

別紙様式３－１

・小・中学校の連携のために研修主任を中心とした学校教育部会を設置し、人権課題に
ついて小・中学校９年間の体系的な教育を見通した協議を行った。結果、小学校では
○○について、中学校では△△について学習し、××の力を伸ばすこととした。

地域・関係機関
との連携の概要

・小学校、中学校、ＰＴＡ、学校評議員、福祉施設及び教育委員会等で構成された
人権教育総合推進会議において、９年間を見通した指導計画の整備を行った。
地域の「●●●●」という声を指導計画の中に◆◆として反映した。

□□市立◇◇小学校：指導計画に則り、人権課題○○について、
××を通じて学習した

□□市立▽▽小学校：指導計画に則り、人権課題●●について、
▶▶での体験活動を通じて理解を深めた

□□市立△△中学校：指導計画に則り、人権課題■■につい
て、・・を通じて学習した

各校のＰＴＡ

学校運営協議会

福祉施設

□□市教育委員会

○○県教育委員会

記載例

同和問題、アイヌの人々、外国人、ハンセン病患者等人権課題

地域学校協働本部

推進地域内の各組織
や、地域外の関係機
関が何を行ったのか、
関係性等がわかるよ
に適宜説明文を入れ
ながら図示すること。

・知識的側面：
・価値・態度的側面：
・技能的側面：
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